
施策コード 事業名称 部局名 所属名 ページ

32121 一草庵公開活用事業 教育委員会事務局 文化財課 2

44111 文化財保護管理事業 教育委員会事務局 文化財課 3

44111 文化財めぐり事業 教育委員会事務局 文化財課 4

44111 釣島灯台旧官舎管理運営事業 教育委員会事務局 文化財課 5

44111 文化財保存顕彰事業補助 教育委員会事務局 文化財課 6

44111 県指定史跡庚申庵活用事業 教育委員会事務局 文化財課 7

44111 久米官衙遺跡群遺構保全事業 教育委員会事務局 文化財課 8

44111 葉佐池古墳公園公開活用事業 教育委員会事務局 文化財課 9

44112 埋蔵文化財管理運営事業 教育委員会事務局 文化財課 10

44112 埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 教育委員会事務局 文化財課 11

44112 市内遺跡発掘調査事業 教育委員会事務局 文化財課 12

44211 運営補助金交付事業 教育委員会事務局 文化財課 13

事務事業一覧表
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

日 達成率

目標

実績

人 達成率

事業名
一草庵公開活用事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

2:委託
32121

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 史跡整備 948-6891

市長公約
政策 都市全体の価値や魅力を向上する

施策 選ばれる都市づくり ○ － － －

基本目標 地域の魅力・活力があふれるまち【産業・交流】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

種田山頭火の終焉の場所である一草庵の維持管理と公開活用を目的とする。
昭和55年に種田山頭火終焉の場所である一草庵（昭和27年再建）が松山市に寄附されて以降、一草庵の日常の維持管理と活用は
「文化財保護事業」として行っていたが、平成13年度に「一草庵管理運営事業」として新たに事業化した。
その後、一草庵と種田山頭火に寄せる市民や観光客の関心の高まりを受け、平成20年度に一草庵とその周辺の環境整備を行い、
平成21年度から事業名を「一草庵公開活用事業」として、現在に至る。

対象・内容

一草庵の管理・公開を委託し、市民、観光客、俳句愛好家、山頭火ファン、庵利用者を対象に、種田山頭火の終焉の地に建つ「一草庵」を
俳句のまちにふさわしい文化的観光施設として活用する。
・「ＮＰＯ法人まつやま山頭火倶楽部」により、土曜日・日曜日・祝日（年末年始を除く）等に庵の内部公開を行う。
・「一草庵管理協力会」により、休憩所を含めた敷地内の美化及び維持管理を行う。
・「公益社団法人松山市シルバー人材センター」により、敷地内樹木の維持管理（剪定・消毒）等を行う。

一般会計 教育費 社会教育費 文化財保護費

主な取組 「ことば」文化の内外発信 根拠
法令

松山市一草庵条例、松山市一草庵条例施行規則
取組みの柱 「ことば」文化の浸透

1,021

予算
（千円）

事業費計 1,773 1,957 2,143

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

公開業務委託料

庭園管理業務委託料 402
市債

その他 10 10 15
機械警備業務委託料 197

一般財源 1,763 1,947 2,128

決算
（千円）

事業費計 1,685 1,919

主な
取組
内容
【R6】

・庵の公開
・敷地内の美化
・樹木の維持管理

国費・県費

市債

（執行率） 95% 98%

正規職員 0.5 0.6 0.8

その他 20 19

一般財源 1,665 1,900

特記
事項

その他 0.1 0.1 0.1

合計 0.6 0.7 0.9

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

庵内部の公開
120 119 120 120

台風の影響で臨時休場になった日もあった
が、土・日・祝日及び記念日の庵内部の公開
を概ね予定どおり行うことができた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

来庵者数
5,000 5,000 5,000 5,000

121 117

現状維持 10１% 98%

イベント等を実施したが、来園者数は
目標を達成することができなかった。

3,515 3,117

単年で増 70% 62%

引き続き、地元の管理協力会や種田山頭火
の顕彰団体である山頭火倶楽部と協力し、
施設の維持管理や庵の内部公開等を適切
に行う。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられたが、全体としては概ね低調

理由
庵内部の公開は概ね予定どおり行うことができ、イベントも実施することができたが、来園者数を増加させることができなかったた
め。

課題
・施設の適正な管理及び運営
・来庵者数を増やす

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

件 達成率

事業名
文化財保護管理事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
44111

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 文化財保護 948-6603

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 ○ － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
文化財保護審議会の実施運営、所管施設の維持管理等、文化財の保護管理を通じて文化財・文化遺産の保存・伝承並びに
文化財保護意識の普及啓発を目的とする。

対象・内容

文化財保護審議会及び専門部会（5部会）の運営を通じて、松山市文化財の指定・解除、修理指導、国・県指定文化財を含めた文化財の
保全・活用を推進する。
また、所管施設の維持管理や教育委員会設置の約200基の文化財説明看板の維持管理を通して、広く市民に対して文化財保護意識の
普及啓発に努める。

一般会計 教育費 社会教育費 文化財保護費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

文化財保護法
取組みの柱 文化財保護の推進と活用

608

予算
（千円）

事業費計 6,404 5,853 3,544

国費・県費 1,501 543

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

文化財保護審議会委員・
専門委員への報酬

松山市文化財保存活用地域
計画策定支援業務委託料

2,541
市債

その他 100 100 106 除草等維持管理業務
委託料

1,312
一般財源 4,803 5,210 3,438

決算
（千円）

事業費計 5,914 5,416

主な
取組
内容
【R6】

文化財所有者や文化財保護審議会と連携し、
指定・登録文化財の保存・管理に努めた。
調査等の結果、絵画1件が県有形文化財に、
工芸技術1件が県無形文化財に指定され、
建造物６棟が国登録文化財に登録された。
令和６年７月に松山市文化財保存活用地域計画
が文化財保護法に基づき認定された。

国費・県費 1,626 1,087

市債

（執行率） 92% 93%

正規職員 1.4 1.4 1.1

その他 61 127

一般財源 4,227 4,202

特記
事項

その他 0.2 0.2 0.2

合計 1.6 1.6 1.3

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

所管施設等の維持管理に
関する委託件数

7 7 7 7
所管施設等の環境整備を図るため、
適時適切な維持管理業務委託の発注が
できた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

トラブル・修繕等件数
0 0 0 0

7 7

現状維持 100% 100%

年間発注計画を立てる等、
現状を維持できるよう努めた。

0 0

現状維持 100% 100%

維持管理業務のため、
現行のまま継続とする。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
所管施設等の環境整備を図ることで、指定文化財等の保護に努めた。また、文化財保護審議会の実施運営、文化財等の案内看板の
修繕等を通じて文化財及び文化遺産の保存、伝承並びに文化財保護意識の普及啓発に取り組んだ。

課題

近年の少子高齢化や人口減少を背景とした担い手の不足などに
よって、文化財の滅失や散逸、断絶のおそれが懸念されている。
R６年度に国の認定を受けた「文化財保存活用地域計画」を基に、
文化財の保存と継承に向けた計画的な取組の実施を図っていく。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

人 達成率

事業名
文化財めぐり事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
44111

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 文化財保護 948-6603

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 ○ － － ○

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
国・県・市指定文化財等、郷土に残存する文化遺産を訪ねることで、市民の文化財への認識や郷土への愛護の精神を養い、
文化財保護教育の普及、促進を図るために実施する。

対象・内容
文化財について学び大切に護り伝えていく心を育むことを目的とする研修である。
市内在住の個人向けに参加者を募集し、講師の説明のもと、市内の文化遺産を貸切バスで巡る。（全１２コース）

一般会計 教育費 社会教育費 文化財保護費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令取組みの柱 文化財保護の推進と活用

1,475

予算
（千円）

事業費計 1,797 1,882 1,939

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

バス借り上げに係る
使用料及び賃借料

文化財めぐり案内業務
委託料

199
市債

その他 840 720 720

一般財源 957 1,162 1,219

決算
（千円）

事業費計 1,728 1,751

主な
取組
内容
【R6】

『一人でも参加できる文化財めぐり』
17回実施/463名参加

国費・県費

市債

（執行率） 96% 93%

正規職員 0.1 0.1 0.1

その他 466 463

一般財源 1,262 1,288

特記
事項

その他 0.8 0.8 0.8

合計 0.9 0.9 0.9

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

実施回数
21 17 17 17

当初に予定していたコースを、
すべて計画どおり実施できた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

参加者数
840 680 680 680

17 17

単年で増 81% 100%

当初に予定していたコースを、
すべて計画どおり実施できた。

466 463

単年で増 56% 68%

令和６年度に応募フォームを作成し、
幅広い年齢層への参加を呼び掛けており、
今後も継続して実施する。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
毎回多数の応募があり、人気の高い事業である。文化財めぐり事業の参加者が、他事業の文化財保護ボランティア活動に参加する
など、文化財を大切に護り伝えていく心を育むという研修の目的が達成されている。

課題
毎回、定員を超える申込があるものの、申込者の固定化や高齢化が
進んでいるほか、実施コースや季節により申込者数の偏りがある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

件 達成率

事業名
釣島灯台旧官舎管理運営事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

1:直営
44111

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 文化財保護 948-6603

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 － － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
昭和38年以来無人となり荒れていた吏員官舎を本市が払い下げを受け、平成7年度から3ヶ年をかけ復原整備を行った。
令和6年1月に、国の重要文化財に指定された。維持管理及び公開活用を行うことにより、広く市民の文化財保護意識の啓発を図る。

対象・内容

釣島灯台旧官舎の維持管理及び公開活用を行う。
・釣島町内会への維持管理業務委託
・広く市民ボランティアを募集し、文化財の維持管理を行うイベント「釣島サポーター」の実施
・広く市民の文化財保護意識の啓発を図るためのクルージング事業への補助金交付

一般会計 教育費 社会教育費 文化財保護費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

文化財保護法
取組みの柱 文化財保護の推進と活用

204

予算
（千円）

事業費計 1,320 3,067 1,363

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

釣島灯台旧官舎
維持管理業務委託

釣島灯台旧官舎草木等
除草・剪定業務委託

361
市債

その他 釣島灯台旧官舎
木柵手摺補修外工事費

1,727
一般財源 1,320 3,067 1,363

決算
（千円）

事業費計 1,353 2,462

主な
取組
内容
【R6】

施設の維持管理については、委託先である
地元町内会と連携し、適切な保存・管理に
努めた。また、必要な施設の補修や塗装
などの工事を行った。

国費・県費

市債

（執行率） 103% 80%

正規職員 0.2 0.2 0.2

その他

一般財源 1,353 2,462

特記
事項

その他 0.0 0.0 0.0

合計 0.2 0.2 0.2

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

所管施設等の維持管理に
関する委託件数

3 3 3 3
所管施設等の環境整備を図るため、
適時適切な維持管理業務委託の発注が
できた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

トラブル・修繕等件数
0 0 0 0

3 3

現状維持 100% 100%

年間発注計画を立てる等、
現状を維持できるよう努めた。

0 0

現状維持 100% 100%

維持管理業務のため、
現行のまま継続とする。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
所管施設等の環境整備を図ることで、文化財保護に努めた。また、釣島灯台旧官舎の公開・活用を推進するため、地域に存在する
貴重な文化財への理解と愛着を涵養するとともに、文化財保護の普及啓発を図ることができた。

課題
維持管理業務委託契約を地元町内会と結んでいるが、町内会員の
高齢化が進んでおり、継続的な管理体制について検討が必要である。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

5



課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

達成率

事業名
文化財保存顕彰事業補助

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

5:補助金・負担金
44111

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 文化財保護 948-6603

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 － － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
文化財の保護については昭和25年に文化財保護法が制定され、昭和28年に愛媛県文化財保護条例、昭和37年には松山市文化財保護条例
が制定され、文化財保存顕彰事業補助について開始した。
文化財の管理又は修理を行うにつき多額の経費がかかる場合に、その費用の一部を補助することにより文化財の保存保護に資する。

対象・内容
国、県、市指定文化財所有者若しくは管理者、管理団体が指定文化財の管理、修理、整備等を行う際、費用負担が困難である場合、率を定めて
補助金を交付する。

一般会計 教育費 社会教育費 文化財保護費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

文化財保護法第35条、愛媛県文化財保護条例第16条、
松山市文化財保護条例第14条取組みの柱 文化財保護の推進と活用

12,495

予算
（千円）

事業費計 25,530 12,599 11,619

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

負担金補助及び交付金

現地指導用務招聘及び中
間検査等に係る旅費

63
市債

その他

一般財源 25,530 12,599 11,619

決算
（千円）

事業費計 17,508 12,560

主な
取組
内容
【R6】

・国宝重要文化財等保存・活用事業費補助
１件
・国指定文化財管理費補助　7件
・愛媛県指定文化財保存顕彰事業費補助
３件

国費・県費

市債

（執行率） 69% 100%

正規職員 0.4 0.4 0.4

その他

一般財源 17,508 12,560

特記
事項

その他 0.0 0.0 0.0

合計 0.4 0.4 0.4

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

申請内容の精査
12 11 7 7

現地確認等を行い、申請内容の精査に
努めた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

12 11

現状維持 100% 100%

補助金支出が主となる事業のため、
今後も現行のまま適正執行に努めていく。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由 補助事業を活用し、適正な文化財保存顕彰事業が実施された。

課題
文化財所有者の高齢化や所有団体の弱体化等により、自己負担金の
捻出が困難なケースが増えてきている。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

6



課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

人 達成率

事業名
県指定史跡庚申庵活用事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

3:指定管理
44111

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 史跡整備 948-6891

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 ○ － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

愛媛県指定史跡庚申庵の管理及び活用を目的とする。
平成１２年度に、味酒町二丁目に残る愛媛県指定史跡庚申庵を保存・保護するため、松山市が公有化し、平成１３・１４年度に
「県指定史跡庚申庵整備事業」として整備工事を行った。
平成１５年５月に史跡庭園として開園し、「県指定史跡庚申庵活用事業」として現在に至る。

対象・内容
愛媛県指定史跡庚申庵を含めた「松山市庚申庵史跡庭園」の管理に指定管理者制度を導入し、「株式会社レスパスコーポレーション」を
指定管理者として指定し、施設管理のほか、広く市民等を対象に、春にふじまつりや開園記念イベント、秋に湯豆腐忌といったイベントのほか
地域文化講座、三庵めぐりなどの活性化事業を実施する。

一般会計 教育費 社会教育費 文化財保護費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

愛媛県文化財保護条例、松山市庚申庵史跡庭園条例、松山市
庚申庵史跡庭園条例施行規則取組みの柱 文化財保護の推進と活用

13,778

予算
（千円）

事業費計 9,581 14,218 13,407

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

指定管理料

シロフジ樹勢回復等業務
委託料

418
市債

その他 170 170 171

一般財源 9,411 14,048 13,236

決算
（千円）

事業費計 9,561 14,196

主な
取組
内容
【R6】

・指定管理者による施設の維持管理と活性
化事業の実施
・シロフジ樹勢回復及び藤棚の竹の交換

国費・県費

市債

（執行率） 100% 100%

正規職員 1.2 0.9 0.5

その他 151 167

一般財源 9,410 14,029

特記
事項

その他 0.1 0.1 0.1

合計 1.3 1.0 0.6

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

イベント等の実施回数
9 7 7 7

活性化業務として予定していたイベントを
全て実施することができた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

来園者数
10,000 10,000 10,000 10,000

9 8

現状維持 100％ 114%

来園者数が最も多い４月に雨の日が
多かったため、来園者数が増えなかった。

10,861 8,132

単年で増 10９% 81%

引き続き管理を丁寧に行い、来園者に
まちなかの庭園として落ち着いた空間を
提供するとともに、文化財としての価値を
伝える。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由
サクラやフジが見頃を迎える春の天候に恵まれず、来園者数は前年度を下回ったが、SNS等での情報発信や園内掲示物等の充実、
来園者への対応を工夫するなどして、春の繁忙期以外の来園者数の増加を達成できたため。

課題
・庭園のノダフジの樹勢回復
・植栽の適切な剪定等

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

7



課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

件 達成率

事業名
久米官衙遺跡群遺構保全事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

2:委託
44111

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 史跡整備 948-6891

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 ○ － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

国指定史跡久米官衙遺跡群の保全と活用を目的とする。
昭和５４年に国の史跡に指定された来住廃寺跡の保存・保護及び整備のため、昭和５６年度から史跡用地の公有化を開始した。
その後、史跡来住廃寺跡周辺で、古代役所に関する遺跡が多数発見されたことから、久米官衙遺跡群として保存・保護することを目的に、
国による史跡指定と公有化を目指し、平成１４年度から新たに事業を開始し、現在に至る。
なお、久米官衙遺跡群は、平成１５年に国指定史跡となった（来住廃寺跡から名称変更し指定範囲が拡大した。）。

対象・内容

史跡久米官衙遺跡群の管理を委託し、市民を対象に保全と活用に関する業務を行う。
・土地所有者からの申し出があれば、史跡指定地の公有化を行う。
・地元顕彰団体「久米官衙保存会」により、公有化した土地の維持管理を行い、地元のイベント等での活用を図る。
・史跡整備に向けた調査・研究を行う。

一般会計 教育費 社会教育費 埋蔵文化財費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

文化財保護法、史跡久米官衙遺跡群保存管理計画
取組みの柱 文化財保護の推進と活用

1,420

予算
（千円）

事業費計 2,370 2,067 2,067

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

暫定活用管理運営業務委
託料

一般廃棄物収集運搬業務
委託料

620
市債

その他 6 6 9
遺跡維持管理消耗品費 27

一般財源 2,364 2,061 2,058

決算
（千円）

事業費計 2,065 2,067

主な
取組
内容
【R6】

・除草及び見回り点検
・廃棄物の収集運搬
・遺跡説明看板の更新

国費・県費

市債

（執行率） 87% 100%

正規職員 0.4 0.5 0.6

その他 6 6

一般財源 2,059 2,061

特記
事項

その他 0.1 0.1 0.1

合計 0.5 0.6 0.7

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

遺物整理作業
0 8 ８ 8

松山市立埋蔵文化財センターと協議し、
令和６年度から遺物の整理作業を進めてい
る。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

調査報告書の刊行
0 0 ０ 0

0 0

累計で増 ー ー

調査報告書の刊行の前提となる遺物の
整理作業を進めている。

0 0

累計で増 ー ー

引き続き、久米官衙保存会と協力し、適正
な除草や見回り点検等の維持管理を行う
とともに、松山市立埋蔵文化財センターと
連携して遺物の整理作業を進める。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
公有化した土地の適切な維持管理により、来住廃寺まつりなどの地域の交流イベントの会場として活用ができたとともに、
今後の整備に向け、調査報告書の刊行のための遺物整理作業を、松山市立埋蔵文化財センターと協働して進めることができたため。

課題
・雑草の繁茂や違法駐車などによる近隣住民の生活への悪影響
・人員等の確保による遺物の整理作業の確実な進行

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

8



課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

日 達成率

目標

実績

人 達成率

事業名
葉佐池古墳公園公開活用事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
44111

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 史跡整備 948-6891

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 ○ － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

国指定史跡葉佐池古墳の保全、活用及び都市公園として適切に維持管理することを目的とする。
平成４年に発見された葉佐池古墳の保存と活用のため、平成５年度に松山市が一部を公有化し、発掘調査を行った。
その後、国の史跡指定を目指し、葉佐池古墳の保存・保護とその公開・活用を行うため、平成２２年度から「葉佐池古墳整備推進事業」として
着手し、平成２３年２月に国の史跡指定を受けた。
平成２６年７月１２日、葉佐池古墳公園として開園し、平成２７年度から「葉佐池古墳公園公開活用事業」として、現在に至る。

対象・内容
葉佐池古墳公園の維持管理を委託し、市民、古代史歴史ファンを対象に、文化財の保存・保護と活用のための業務を行う。
・地元顕彰団体「葉佐池くらぶ」により、公開活用及び維持管理を行う。
・「松山市シルバー人材センター」により、墳丘部の草木維持管理を行う。

一般会計 教育費 社会教育費 埋蔵文化財費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

都市公園法第２条の３
文化財保護法、松山市都市公園条例、松山市都市公園条例施行規則
ほか取組みの柱 文化財保護の推進と活用

2,322

予算
（千円）

事業費計 4,854 4,728 5,339

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

公開活用維持管理業務委
託料

墳丘草木維持管理業務委
託料

1,195
市債

その他 1 1 1
光熱水費 448

一般財源 4,853 4,727 5,338

決算
（千円）

事業費計 4,285 4,508

主な
取組
内容
【R6】

・人骨３体（複製）が埋葬されている１号石
室及び発掘成果等を展示しているガイダン
ス棟の公開・活用
・公園としての維持管理
・１０周年記念イベント(勾玉づくり、土器パ
ズル等）の開催

国費・県費

市債

（執行率） 88% 95%

正規職員 0.5 0.6 0.9

その他 1 1

一般財源 4,284 4,507

特記
事項

その他 0.2 0.2 0.2

合計 0.7 0.8 1.1

令和8年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

１号石室及びガイダンス
棟の公開

117 116 117 116
平日の見学希望に対応したため、公開日が
増加した。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

来園者数
3,000 3000 3000 3000

127 129

現状維持 109% 111%

イベント等を実施したが、来園者数は目標
に達することができなかった。

1,795 1,667

単年で増 60% 56%

引き続き、地元団体の葉佐池くらぶと協力
し、史跡の保存や公開活用に取り組む。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられたが、全体としては概ね低調

理由
１号石室やガイダンス棟の公開は予定以上に行うことができ、イベントも実施することができたが、来園者数を増加させることができ
なかったため。

課題
・国指定史跡としての適切な管理と施設の周知・啓発
・来園者数を増やす

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

箇所 達成率

目標

実績

％ 達成率

事業名
埋蔵文化財管理運営事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

1:直営
44112

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 埋蔵文化財 948-6605

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 － － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

　埋蔵文化財や指定文化財（史跡・名勝・天然記念物）を適正に保護するため、文化財保護法（以下、「法」という。）等で義務付けられた届出や
許可申請等に伴う事務や工事立会等を行う事業。　昭和29年の法改正で、指定文化財に加えて、埋蔵文化財に関する規定が整備されたこと
を契機とする事業と考えられる。平成11年度、史跡・名勝・天然記念物に関連する部分を「史跡等管理運営事業」として別事業としたが、令和
3年度、当該事業を本事業に統合し、現在に至る。なお、平成12年度の法改正で、現状変更等の許可権限の一部が市教委に移譲された。

対象・内容

埋蔵文化財については、以下の事務を実施している。
　・周知の埋蔵文化財包蔵地（以下、「包蔵地」という。）の周知及び変更
　・包蔵地での土木工事等の届出等に伴う事務及び工事立会
指定文化財（史跡・名勝・天然記念物）については、以下の事務を実施している。
　・現状変更等許可申請等に伴う事務及び工事立会
　・全国史跡整備市町村協議会（全国・四国・愛媛）に関する事務

一般会計 教育費 社会教育費 埋蔵文化財費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

文化財保護法、愛媛県文化財保護条例、松山市文化財保護条
例取組みの柱 埋蔵文化財保護意識の醸成

520

予算
（千円）

事業費計 721 1,061 958

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

普通旅費（全史協等）

需用費（消耗品費） 72
市債

その他 168 321 249
負担金（全史協等） 85

一般財源 553 740 709

決算
（千円）

事業費計 952 730

主な
取組
内容
【R6】

・包蔵地の周知及び範囲の見直し
・包蔵地での土木工事等の届出等に伴う事
務及び工事立会
・史跡・名勝・天然記念物に係る現状変更等
許可申請等に伴う事務及び工事立会
・全国史跡整備市町村協議会に関する事務

国費・県費

市債

（執行率） 132% 69%

正規職員 2.7 3.7 3.7

その他 199 226

一般財源 753 504

特記
事項

その他 1.0 1.0 1.0

合計 3.7 4.7 4.7

令和10年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

包蔵地変更数
132 139 144 155

予定していた包蔵地の変更作業を全て
実施することができた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

試掘調査で埋蔵文化財が
確認された案件の割合

32 33 34 40

132 139

累計で増 100% 100%

包蔵地の変更が計画どおり実施できた
結果、包蔵地の適正化が進展し、試掘調査
における埋蔵文化財の確認割合について
も目標を達成できた。

29 48

単年で増 91% 146%

作業に遅れが生じないよう、作業への早め
の着手、複数の職員での分担等の改善を図
りつつ、計画に沿って包蔵地の変更を進め
ていくこととしているため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
令和6年度は、松山城で発生した土砂災害対応への協力等により人員の不足が深刻だったが、その中でも、包蔵地内での土木工事
等の届出等（計197件）や史跡・名勝・天然記念物に関する現状変更等の許可申請等（計197件）に全て対応できたため。
また、平成21年度から計画的に進めている包蔵地の変更について、令和6年度も予定していた全7箇所全てで実施できたため。

課題

平成21年度から計画的に包蔵地の変更を進めているが、変更案の作
成には、過去の試掘調査等の成果の集成や現地踏査など、かなりの労
力を要し、人員が限られる中、文化財保護審議会第4専門部会への諮
問等が遅れ気味であること。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

10



課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

回 達成率

目標

実績

人 達成率

事業名
埋蔵文化財センター管理・教育普及事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

3:指定管理
44112

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 埋蔵文化財 948-6605

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 ○ － － ○

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
　埋蔵文化財を適正に保護するとともに、市民の埋蔵文化財保護意識や本市への愛着を醸成するため、埋蔵文化財の発掘調査や、展示・講演
会等の埋蔵文化財の活用を行う事業。埋蔵文化財センター・考古館は、本市の埋蔵文化財の発掘調査や埋蔵文化財の活用の拠点として、平成
元年10月31日に松山市政100周年事業の一環として松山総合公園内に開館した。平成18年度から指定管理者制度を導入している。

対象・内容

　（公財）松山市文化・スポーツ振興財団を指定管理者として指定し、広く市民を対象として、以下の業務を委託して実施している。
　・開発工事等に係る発掘調査
　・出土品等の整理・保存処理、調査報告書の作成
　・展示会の開催（常設展、四国地区埋蔵文化財センター連携事業「へんろ展」、県市連携事業「古代いよ発掘まつり」、特別展等）
　・講座・講演会等の開催（出前講座、古代体験教室、考古学講座、講演会、バスツアー等）

一般会計 教育費 社会教育費 埋蔵文化財費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

文化財保護法、松山市立埋蔵文化財センター条例
取組みの柱 埋蔵文化財保護意識の醸成

181,896

予算
（千円）

事業費計 197,689 209,078 267,890

国費・県費 2,974 2,459

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

埋蔵文化財センター指定
管理料

重文朝日谷二号墳出土品
保存修理業務委託料

5,060
市債

その他 1,300 1,300 1,300
軽貨物自動車購入費 1,156

一般財源 193,415 205,319 266,590

決算
（千円）

事業費計 179,697 188,429

主な
取組
内容
【R6】

・開発工事等に係る発掘調査
・出土品等の整理・保存処理、調査報告書の
作成
・展示会や講座・講演会等の開催

国費・県費 2,968 2,605

市債

（執行率） 91% 90%

正規職員 1.0 1.0 1.0

その他 1,106 1,546

一般財源 175,623 184,278

特記
事項

その他 0.5 0.5 0.5

合計 1.5 1.5 1.5

令和10年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

出前講座の実施回数
100 100 100 100 出前講座の実施回数は、従来の小中学校に加え、

大学や児童クラブ等に働き掛けを拡大した結果、
コロナ禍前の水準を概ね回復し、目標を概ね達成
した。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

考古館利用者数（入館者
及び出前講座受講者数）

30,400 30,400 30,400 30,400

73 97

単年で増 73% 97%

児童生徒の継続的減少、高齢者を中心とする感染
症対策の継続や夏場の高温の影響による外出の
抑制等により、特に来館者数がコロナ禍前の水準
まで戻りきらず、目標を下回った。

21,372 21,996

単年で増 70% 72%

コロナ禍で縮小した学校や児童クラブ、高
齢クラブ等への来館の案内を、出前講座の
際などの機会を捉え、更に強化することと
しているため。

事業
評価

評価 一部の取組は期待した成果をあげられなかったが、全体としては概ね順調

理由

平成30年度には、考古館利用者数は過去最多の28,501人を記録したが、令和元年度以降はコロナ禍の影響を受け、最も影響の大
きかった令和3年度には12,066人と、平成30年度比で約4割の水準まで落ち込んだ。そのような中、令和６年度は、予定した展覧
会・講座等を全て実施することができるとともに、特に働き掛けを拡大した出前講座ではコロナ前の水準を概ね回復し、利用者数で
も令和3年度比で約1.8倍となる21,996人（令和5年度比では約3％増）となるなど、着実に回復してきているため。

課題

考古館利用者数は、コロナ禍以降、着実に回復してきてはいるもの
の、児童生徒の継続的減少、高齢者を中心とする感染症対策の継続や
夏場の高温の影響による外出の抑制等により、特に来館者数がコロナ
禍の前水準まで戻りきらないこと。

今後の
方向性

見直しを検討
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

件 達成率

事業名
市内遺跡発掘調査事業

事業
性質

1-4:自治事務（義務規定あり）
事業
区分

2:委託
44112

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 埋蔵文化財 948-6605

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化遺産の継承 － － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景

　埋蔵文化財を適切に保護するために、文化財保護法第93条に規定されている「周知の埋蔵文化財包蔵地」（以下「包蔵地」という。）は市内
に384箇所（令和7年3月末現在）あり、そこで義務付けられている土木工事等に係る届出等に伴う試掘調査や個人住宅建設に伴う本発掘調
査等を、国庫補助金を活用し実施する事業。昭和50年代から開発に伴う発掘調査が増加する中で、昭和54年に文化庁による「埋蔵文化財緊
急調査費国庫補助」が制度化されたことに加え、昭和61年から総合公園の整備に伴う発掘調査が本格化したことを受けて事業化された。

対象・内容

　（公財）松山市文化・スポーツ振興財団（以下「財団」という。）に以下の業務を委託して実施している。
　・試掘調査：包蔵地内での土木工事等に係る届出等を対象に実施（公共事業については包蔵地外でも対象とする場合あり）
　・発掘調査：個人住宅建設等に伴い、愛媛県教育委員会から指示された発掘調査を対象として実施
　・重要遺跡確認調査：史跡やその周辺部等、特に重要と判断される遺跡を対象として実施
　・出土品等の整理・保存処理、調査報告書の作成：本事業で過去に実施した発掘調査を対象として実施
　・遺跡地図情報の整理：過去の試掘調査や発掘調査等を対象として実施

一般会計 教育費 社会教育費 埋蔵文化財費

主な取組 文化財の保存・活用 根拠
法令

文化財保護法
取組みの柱 埋蔵文化財保護意識の醸成

22,152

予算
（千円）

事業費計 28,204 26,802 26,290

国費・県費 13,000 12,505 12,219

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

市内遺跡発掘調査等業務
委託料

発掘調査報告書印刷製本
費

502
市債

その他

一般財源 15,204 14,297 14,071

決算
（千円）

事業費計 21,806 22,690

主な
取組
内容
【R6】

・試掘調査
・出土品等の整理・保存処理、調査報告書の
作成

国費・県費 10,106 10,615

市債

（執行率） 77% 85%

正規職員 0.5 0.5 0.5

その他

一般財源 11,700 12,075

特記
事項

その他

合計 0.5 0.5 0.5

令和１０年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

整理作業を実施した
発掘調査現場数

３ 13 11 8
受託者である文化・スポーツ振興財団と緊
密に連携し、予定していた発掘出土品の整
理作業を全て実施することができた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

成果
指標

報告書を作成した
発掘調査数

１２７ 129 129 140

３ 13

現状維持 100% 100%

出土品等の整理作業が計画どおり実施で
きたため、その後の調査報告書の作成につ
いても目標を達成できた。

１２７ 129

累計で増 100% 100%

埋蔵文化財保護に協力いただく市民の負担軽減
のため、試掘調査等を円滑に実施できるよう、受
託者である文化・スポーツ振興財団と、引き続き
緊密に連携を図ることとしているため。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
令和５年度は、予定していた試掘調査112件、出土品等の整理13件、調査報告書の作成1冊（2件）を全て実施することができたた
め。

課題
社会情勢等により、試掘調査や個人住宅建設等に伴う発掘調査が特
定の時期に集中した場合、円滑な実施に支障をきたす可能性がある。

今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由
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課等名 担当G 連絡先

１.事業概要【Plan】

２．事業実施【Do】 会計 款 項 目

人役

３.事業評価（検証・改善）【Check・Action】

単位

目標

実績

件 達成率

目標

実績

達成率

事業名
運営補助金交付事業

事業
性質

1-1:自治事務（実施規定なし）
事業
区分

5:補助金・負担金
44211

令和7年度　松山市事務事業シート　（令和6年度実績分）

部局等名 教育委員会事務局 文化財課 文化財保護 948-6603

市長公約
政策 松山市固有の文化芸術を守り育む

施策 文化芸術の振興と活用 － － － －

基本目標 健全で豊かな心を育むまち【教育・文化】
各種
計画
該当

総合計画
(実施計画)

総合計画
(笑顔プログラム)

総合戦略

目的・背景
県指定無形文化財を始めとする民俗芸能の保存伝承と後継者の育成、松山の歴史・地理研究を支援するため、保存団体・研究団体に運営費
の補助を行い、郷土に対する理解と愛着の涵養を図り、文化財保護の推進に努める。

対象・内容
伊予源之丞保存会、小冨士文化保存会、松山市獅子舞保存協会、伊予史談会、松山ユネスコ協会、古三津虎舞保存会、鹿島櫂練保存会、
北条郷土芸能伊予万歳保存会、以上8団体について、団体運営の実績報告と申請に基づき、補助金を交付。

一般会計 教育費 社会教育費 文化財保護費

主な取組 文化芸術活動の継承・推進及び支援 根拠
法令

松山市補助金交付規則
取組みの柱 文化芸術に触れる機会の充実

2,280

予算
（千円）

事業費計 2,280 2,280 2,280

国費・県費

事業費／財源 令和5年度 令和6年度 令和7年度

主な
経費
(千円)
【R6
決算】

負担金補助及び交付金

市債

その他

一般財源 2,280 2,280 2,280

決算
（千円）

事業費計 2,280 2,280

主な
取組
内容
【R6】

伊予源之丞保存会、小冨士文化保存会、
松山市獅子舞保存協会、伊予史談会、
松山ユネスコ協会、古三津虎舞保存会、
鹿島櫂練保存会、北条郷土芸能伊予万歳
保存会、以上8団体について、団体運営の
実績報告と申請に基づき、補助金を交付。

国費・県費

市債

（執行率） 100% 100%

正規職員 0.1 0.1 0.2

その他

一般財源 2,280 2,280

特記
事項

その他 0.0 0.0 0.0

合計 0.1 0.1 0.2

令和８年度
（最終目標年度）

目標の達成又は未達成要因の分析
（令和6年度）目指す方向性

活動
指標

申請内容の精査
8 8 8 8

申請内容の精査に努めた。

種類
指標名

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度

8 8

現状維持 100% 100%

適正な補助金交付により、
各団体の活動向上に寄与する。

事業
評価

評価 期待した成果をあげることができた。

理由
補助金交付により、市内の各団体が、民俗芸能の保存伝承や後継者の育成を行い、研究や啓蒙活動を行う等の活動向上に
寄与した。

課題 特になし。
今後の
方向性

現行のまま継続
左記の
理由

13


